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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
一配電系統の複数の需要家に太陽光発電装置が連系されて設けられた地域において、前記
太陽光発電装置を設けた需要家のＰＣＳが、電圧上昇時に電圧管理値を逸脱しないように
するために、或る時刻における地域の全需要家のＰＣＳ端電圧を測定し、最も高い電圧を
示した需要家のＰＣＳの端電圧と電圧管理値の差分を算出し、その最も高い電圧を示した
需要家のＰＣＳの整定値を電圧管理値と同じ値とし、その他の需要家のＰＣＳの整定値を
、上記測定した各電圧に上記差分を加算した値として、各需要家にＰＣＳの整定値を設定
することを特徴とする、多数台連系した太陽光発電システムの逆潮流における電圧上昇時
の出力抑制回避方法。
【請求項２】
一配電系統の複数の需要家に太陽光発電装置が連系されて設けられた地域において、前記
太陽光発電装置に設けた需要家のＰＣＳが、電圧上昇可能時に電圧管理値を逸脱しないよ
うにするために、前記各太陽光発電装置のＰＣＳとサーバとを接続し、当該サーバからの
指令により前記各ＰＣＳはＰＣＳ端電圧を測定し、当該測定電圧をサーバに送信し、サー
バではこれらの各ＰＣＳの端電圧の最も高い電圧を示した需要家のＰＣＳの端電圧と電圧
管理値との差分を算出し、その最も高い電圧を示した需要家のＰＣＳの整定値を電圧管理
値と同じ値とし、その他の需要家のＰＣＳの整定値を、上記測定した各電圧に上記差分を
加算した値として、各需要家にＰＣＳの整定値を設定し、これらの設定電圧を各ＰＣＳに
送信する機能を有し、各ＰＣＳはサーバから送信された整定値を設定する構成としたこと
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を特徴とする、多数台連系した太陽光発電システムの逆潮流における電圧上昇時の出力抑
制回避システム。
【請求項３】
前記サーバが、設定された時間又は条件が充足されると自動的に前記各ＰＣＳに、各ＰＣ
Ｓの端電圧を測定するよう指令し、各ＰＣＳの測定電圧データを収集して演算し、各ＰＣ
Ｓの整定値を設定して、再設定可能な各ＰＣＳの制御部に送信する構成とした、請求項２
に記載の多数台連系した太陽光発電システムの逆潮流における電圧上昇時の出力抑制回避
システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
この発明は、太陽光システムが多数台連系された配電系統において、当該配電系統におけ
る太陽光の出力抑制を回避する方法及びその装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
一般に同一の配電系統から給電される複数の需要家（住宅）に太陽光発電（ＰＶ）システ
ムが設置されるようになってきている。太陽光発電システムは、太陽電池パネルで発生し
た直流電力をパワーコンディショナ（ＰＣＳ）で交流電力に変換して当該需要家の負荷に
給電し、余剰電力は交流系統側に逆潮流している。
【０００３】
太陽光発電システムが同一の配電系統に多数台連系された場合、各住宅から流出する逆潮
流電力により、系統電圧が上昇する。特に、ゴールデンウイーク等の発電電力が大きく負
荷電力が少ない時期においては、電圧が電気事業法で定められた上限値と内線電圧上昇分
を加算した電圧管理値を逸脱するケースが想定される。
【０００４】
この場合ＰＶシステムは適正電圧を維持するための運用が求められ、各住宅のＰＣＳに具
備されている電圧上昇抑制機能（進相無効電力制御機能、出力抑制機能）により、電圧管
理値を逸脱した場合は、図１２に示すように、特に端末に連系される一部の住宅において
、電圧上昇時に出力抑制機能が動作し、発電電力が抑制される（以下、出力抑制）運用が
行われる。この様なＰＶシステムの電圧上昇抑制機能は、例えば、下記の特許文献１の段
落０００３に記載されている。
【０００５】
この場合、十分な日射があるにも関わらず、発電出力が抑制され発電効率が低下する。ま
た、太陽光発電の容量や系統構成が住宅により異なることから、特定の住宅に発電効率の
低下が偏ることも考えられる。
【０００６】
一方、電圧上昇対策として、ＰＣＳは受電点の力率が８５％以上になる範囲で、進相無効
電力制御運転が許可されており、これにより適正電圧が維持できる場合は、発電出力を抑
制する必要はないが、住宅間で電圧のばらつきが発生することから、出力抑制量は住宅毎
に異なる。
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－１５４３３４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
この様に太陽光発電システムの多数台連系時は、住宅間で電圧のばらつきが発生するが、
全住宅間の出力抑制量を最小化し、住宅間のばらつきを補整するための電圧上昇抑制機能
の制御方法が確立されていない。電圧上昇抑制機能を全軒で同じ整定値（事前に各ＰＣＳ
で設定する電圧上昇抑制機能が動作する電圧）にする場合は、住宅間で出力抑制量や無効
電力出力に不公平等が生じることが考えられる。この結果出力抑制が大きく発生する住宅
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では、売電量が少なく、出力抑制がそれほど発生しない住宅では、売電量が多くなるので
、収入の少ない住宅と、多い住宅が生じ、収入の不平等が発生することになる。
【０００９】
即ち、住宅毎に取り付けられているＰＣＳには、電圧上昇抑制機能が具備されているので
、十分な日射があっても、その地域の電圧が上昇している場合は、ＰＣＳの出力抑制の機
能が働いて、逆潮流する電力量（発電効率）は低下する。
【００１０】
しかし、昼間は、太陽光発電の発電量が非常に大きくなるため、住宅毎の消費電力が異な
っても、前記発電量に比べて消費電力が小さい。このため、昼間の消費電力は住宅間に大
きな差が生じない。
【００１１】
そこで、この発明はこれらの従来技術に鑑み、太陽光発電システムが多数台連系された配
電系統において、既存の装置に機能を追加するだけで、当該配電系統の全需要家の出力抑
制量を最小化し、需要家間の出力抑制量の不平等を是正することができる、太陽光発電シ
ステムの出力抑制回避方法及びそのシステムを提供することを目的としたものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
請求項１の発明は、一配電系統の複数の需要家に太陽光発電装置が連系されて設けられた
地域において、前記太陽光発電装置を設けた需要家のＰＣＳが、電圧上昇時に電圧管理値
を逸脱しないようにするために、或る時刻における地域の全需要家のＰＣＳの端電圧を測
定し、最も高い電圧を示した需要家のＰＣＳの端電圧と電圧管理値の差分を算出し、その
最も高い電圧を示した需要家のＰＣＳの整定値を電圧管理値と同じ値とし、その他の需要
家のＰＣＳの整定値を、上記測定した各電圧に上記差分を加算した値として、各需要家に
ＰＣＳの整定値を設定することを特徴とする、多数台連系した太陽光発電システムの逆潮
流における電圧上昇時の出力抑制回避方法とした。
【００１３】
請求項２の発明は、一配電系統の複数の需要家に太陽光発電装置が連系されて設けられた
地域において、前記太陽光発電装置に設けた需要家のＰＣＳが、電圧上昇可能時に電圧管
理値を逸脱しないようにするために、前記各太陽光発電装置のＰＣＳとサーバとを接続し
、当該サーバからの指令により前記各ＰＣＳはＰＣＳ端電圧を測定し、当該測定電圧をサ
ーバに送信し、サーバではこれらの各ＰＣＳの端電圧の最も高い電圧を示した需要家のＰ
ＣＳの端電圧と電圧管理値との差分を算出し、その最も高い電圧を示した需要家のＰＣＳ
の整定値を電圧管理値と同じ値とし、その他の需要家のＰＣＳの整定値を、上記測定した
各電圧に上記差分を加算した値として、各需要家にＰＣＳの整定値を設定し、これらの設
定電圧を各ＰＣＳに送信する機能を有し、各ＰＣＳはサーバから送信された整定値を設定
する構成としたことを特徴とする、多数台連系した太陽光発電システムの逆潮流における
電圧上昇時の出力抑制回避システムとした。
【００１４】
また、請求項３の発明は、前記サーバが、設定された時間又は条件が充足されると自動的
に前記各ＰＣＳに、各ＰＣＳの端電圧を測定するよう指令し、各ＰＣＳの測定電圧データ
を収集して演算し、各ＰＣＳの整定値を設定して、再設定可能な各ＰＣＳの制御部に送信
する構成とした、請求項２に記載の多数台連系した太陽光発電システムの逆潮流における
電圧上昇時の出力抑制回避システムとした。
 
【発明の効果】
【００１５】
請求項１の発明のように、各需要家にＰＣＳの整定値を設定することにより、上記全需要
家の電力出力抑制量を最小化し、需要家間の電力出力抑制量と無効電力出力のばらつきを
最小化し、同一配電系統における需要家の売電量の不平等を是正することができ、当該配
電系統の全体の電圧上昇を抑制することができる。



(4) JP 5612417 B2 2014.10.22

10

20

30

40

50

【００１６】
また、請求項２の発明は、上記請求項１の発明の効果に加え、各需要家の太陽光発電シス
テムのＰＣＳと接続されたサーバを設け、このサーバにより、各需要家のＰＣＳの端電圧
の測定、演算、整定値の設定をＩＴ化し、自動的に処理することができる。
【００１７】
さらに、請求項３の発明によれば、前記配電系統のＰＶシステムが増設されたり、区間開
閉器の変更等により系統構成の変化が生じた場合や季節による発電量と負荷量の変動した
場合により設定条件や設定された時刻が充足されると自動的に前記サーバが作動して、各
ＰＣＳの整定値を設定するため、需要家間の不平等をきめ細かに解消できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
この発明は、或る時刻における配電系統に太陽光発電装置が多数台連系された地域の全需
要家のＰＣＳの端電圧を測定し、そのうち、最も高い電圧を示した需要家のＰＣＳの端電
圧と、電気事業法の上限値と内線電圧上昇分を加算した電圧管理値を算出し、例えばその
最も高い電圧を示した需要家のＰＣＳの整定値を上記電圧管理値である１０７．５Ｖとし
、その他の需要家のＰＣＳの整定値を、上記測定した各電圧に上記差分を加算した電圧と
して、各需要家にＰＣＳの整定値を設定することを特徴とする、多数台連系した太陽光発
電システムの出力抑制回避方法とした。
【００１９】
これにより、上記全需要家の電力出力抑制量を最小化し、需要家間の電力出力抑制量と無
効電力出力のばらつきを最小化できる。
【実施例１】
【００２０】
以下、この発明の実施例１を図に基づいて説明する。図１はこの発明の方法に使用する配
電系統に太陽光発電が多数台連系された需要家（住宅）の連系を示す概略構成図である。
【００２１】
図１において、変電所１から高圧配電線２が導出され、この高圧配電線２に間隔をあけて
複数の柱上変圧器３が設けられている。これらの各柱上変圧器３から低圧配電線４を介し
て複数の住宅５に電力が供給されており、各住宅５には、太陽光発電システム６が設けら
れ、これらの各太陽光発電システム６にはパワーコンディショナ（ＰＣＳ）７が設けられ
、各住宅５の太陽光発電システム６の太陽電池パネルで発生した直流電力をＰＣＳ７で交
流電力に変換して当該住宅５の負荷８に給電し、余剰電力は配電系統側に逆潮流している
。
【００２２】
また、各住宅５のＰＣＳ７とインターネットやＬＡＮや無線を介して、サーバ９とが接続
されている。勿論ＰＣＳ７とサーバ９とは電力線経由（ＰＬＣ）でも可能である。又、図
１ではサーバ９は各ＰＣＳ７から離れている箇所に設置されているように記載されている
が、このサーバ９はある特定のＰＣＳ７に設けられていても良く、また、電力供給会社、
その他の場所に設置されていても良い。
【００２３】
さらに前記各ＰＣＳ７では、電圧の測定機能、外部からの制御信号で前記整定値の変更機
能、電圧管理値を維持するための電圧コントロール機能等を持っている。また、ある一定
時刻に前記サーバ９は、各ＰＣＳ７に対して電圧測定を指令する機能、また、各ＰＣＳ７
からの測定電圧を受信して記録し、最も高い電圧を示した住宅５のＰＣＳ７のＰＣＳ端電
圧と、当該配電系統における電圧管理値との差分を算出し、その最も高い電圧を示した住
宅５のＰＣＳ７のＰＣＳ端電圧を電圧管理値と同じ値とし、その他の住宅５のＰＣＳ７の
整定値を、上記測定した各電圧に上記差分を加算して設定する機能、また、この様に各住
宅５のＰＣＳ７の整定値を決定し、これを各住宅５のＰＣＳ７に送信する機能を有してい
る。従って、各住宅５のＰＣＳ７はサーバ９からの整定値を受信すると、その整定値に変
更する。
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【００２４】
この様な一つの配電系統において、全軒の出力抑制量を最小化し、住宅間の出力抑制量及
び無効電力出力のばらつきを最小化するためのＰＣＳの整定値の整定方法を確立した。
【００２５】
具体的な方法は、図２及び以下の通りである。
ステップＳ１：午前１０時頃の発電出力にて、各住宅５のＰＣＳ７の端電圧を測定する。
ただし、電圧上昇抑制機能が動作している場合は、電圧上昇抑制機能が動作しなくなるま
で変電所１の送り出し電圧を下げる。
ステップＳ２：ステップＳ１で計測した中で最も電圧が高いＰＣＳ７の端電圧（Ｖｍａｘ
）と電圧管理値の上限である１０７．５Ｖの差分ΔＶを算出する。
ステップＳ３：Ｖｍａｘが計測された住宅５のＰＣＳ７の整定値を１０７．５Ｖとする。
ステップＳ４：他の住宅５のＰＣＳ７は、１．で計測した端電圧にΔＶを加算した電圧を
整定値とする。
【００２６】
以下に一般的な配電系統構成における出力抑制回避に対する進相無効電力制御の効果及び
住宅ごとの動作電圧の整定方法についてシミュレーションを実施し、検証する。
【００２７】
図３は、前記配電系統構成のうちの、高圧配電系統の構成を示し、変電所１からの高電圧
配線２に同間隔で柱上変圧器３が分布する構成とし、電線はＡＬ１２０ｍｍ２とした。ま
た、図４は、低圧配電線４により一つの柱上変圧器３から１５軒の住宅５に供給する構成
であり、低圧配電線４にＡＬＯＣ１２０ｍｍ２を、低圧引込線にＳＶ１４ｍｍ２を、住宅
用分電盤からＰＶ用ＰＣＳまでの電線にＣＶ５．５ｍｍ２を用いている。
【００２８】
また、発電・負荷電力パターンは新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）事業
「集中連系型太陽光発電システム実証研究」にて、群馬県太田市の一般住宅５５３軒で実
測された発電電力を平均化して使用することとした。代表日として、年間で出力抑制の発
生が最も懸念されるゴールデンウイークの一日（2007/4/29）を抽出した。図５にシミュ
レーションに使用した発電・負荷パターンを示す。この日の１日の発電電力量は２１．７
ｋＷｈ、負荷電力量は２１．９ｋＷｈ、逆潮流電力量は１５．５ｋＷｈであった。
【００２９】
配電線の送り出し電圧は、系統側で電圧制御を行わない条件でＰＶシステム多数台連系に
よる出力抑制への影響を確認するため、６６６０Ｖ（低圧換算値１０６．０Ｖ）で固定し
た。
【００３０】
ＰＣＳの電圧制御に関しては、出力抑制制御及び進相無効電力制御の仕様は、出力抑制機
能、進相無効電力制御共に動作電圧が、１０７．５Ｖであり、復帰電圧は動作電圧より、
０．２Ｖ低い１０７．３Ｖとなっており、進相無効電力制御は、力率を１～０．８５と設
定している。
【００３１】
進相無効電力の注入方法としては、ＰＶの発電電力を維持しつつ追加で系統電源を用いて
無効電力を注入する制御方法を用いることとした。系統電圧上昇時のＰＣＳの電圧制御機
能の動作は、潮流計算の結果、系統電圧が適正値を逸脱している場合は、適正範囲に収ま
るまで力率を低下（進相無効電力を出力）させ、力率が設定値まで到達しても電圧が適正
値を上回る場合は、適正電圧に収まるように出力制御機能が動作する、という２つのステ
ップで電圧制御を行う。
【００３２】
次に、図１２で説明したとおり、ＰＶシステムを同一配電系統へ多数台連系する場合、系
統の末端に向かって電圧が上昇し易くなる。従って、出力抑制量も系統の連系位置により
住宅間でばらつきが生じることが想定される。そこで、全体の出力抑制量及び住宅間の出
力抑制量及び無効電力出力のばらつきを最小化するためのアルゴリズムを３段階のアプロ
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【００３３】
第１段の目標は、進相無効電力制御による出力抑制量の低減効果を確認することとした。
この検討では、進相無効電力制御機能をマスクした場合、力率設定０．８５で進相無効電
力制御機能を有効にした場合の出力抑制量を比較する。ただし、配電線距離は２ｋｍ刻み
で０～１０ｋｍとし、全軒でＰＣＳ電圧制御の整定値を統一させ、柱上変圧器単位で最も
出力抑制量の大きい住宅の出力抑制量で評価することとした。
【００３４】
第２段の目標は、無効電力を極力出力せずに、出力抑制量を最小化するためのＰＣＳ電圧
制御整定値を確立することとした。この検討では、進相無効電力制御の力率設定をパラメ
ータとして出力抑制量の全軒の総和の低減に対する影響を把握する。ただし、配電線距離
を２ｋｍ刻みで０～１０ｋｍとし、全軒でＰＣＳ電圧制御の整定値を統一させ、全軒の出
力抑制回避率（式２参照）で評価することとした。
【００３５】
図６にＰＣＳ有効電力３ｋＷ時の設定力率に対する無効電力・皮相電力の出力を示す。図
６より、ＰＣＳ容量（皮相電力）が最も大きくなるのは、力率が０．８５の場合であり、
この場合無効電力が約１．８ｋｖａｒ、ＰＣＳ容量が約３．５ｋＶＡになることが解かる
。
【００３６】
第３段の目標は、第２段の目標を維持しつつさらに、住宅間の出力抑制量及び無効電力注
入量のばらつきを最小化するための電圧制御整定値を確立することとした。この検討では
、住宅毎の進相無効電力制御の力率設定及びＰＣＳ電圧制御の動作電圧（Ｖｏ：Ｏｐｅｒ
ａｔｉｎｇ　ｖｏｌｔａｇｅ）をパラメータとした場合の、出力抑制量の全軒の総和及び
各住宅の出力抑制量及び無効電力出力のばらつきに対する影響を把握する。本来であれば
、ＰＣＳ電圧制御機能全体の最適化を行うために、動作電圧以外にも復帰電圧や変化速度
をパラメータとすべきであるが、今回は本質的な制御ロジックには手を加えず、復帰電圧
は式１に示す通り、動作電圧から０．２Ｖ低い値に固定することとした。なお、今回の制
御ロジックでは、出力抑制機能及び進相無効電力制御機能の動作・復帰電圧の整定値は共
通である。
【００３７】
　　　　Ｖｒ＝Ｖｏ－０．２………式１
　　Ｖｒ：ＰＣＳ電圧制御復帰電圧
　　Ｖｏ：ＰＣＳ電圧制御動作電圧
【００３８】
次に、出力抑制量の最小化及び住宅間の出力抑制量及び無効電力注入量のばらつきを最小
化する整定値を確立するためのシミュレーション条件について検討を行った。表１に今回
実施する６パターンのシミュレーション条件を示す。
【００３９】



(7) JP 5612417 B2 2014.10.22

10

20

30

40

50

【表１】

 
【００４０】
表１に示した６パターンの内、Ｔｒ－１、Ｔｒ－２は低圧配電線単位で住宅間の出力抑制
量及び無効電力のばらつきを是正するための設定パラメータである。高圧配電線の潮流に
よる電圧のばらつきを補正することはできないが、小規模の系統で動作電圧を決定できる
という利点がある。一方、Ａｌｌ－１、Ａｌｌ－２、Ａｌｌ－３は同一配電線における全
てのＰＶシステムの動作電圧を変更する方法である。具体的な動作電圧の決定方法は、図
７を用いて説明する。
【００４１】
Ａｌｌ－１、Ａｌｌ－２、Ａｌｌ－３の各住宅の動作電圧は以下の手順で決定する。
１．   変電所と各住宅の電位差の算出
ＰＣＳの電圧制御が動作しないように送り出し電圧を下げた状態で、図５に示す発電・負
荷パターンを用いて潮流計算を行う。逆潮流が最も大きい時間（ＡＭ１１：３４）と逆潮
流を開始する時間（ＡＭ６：５５）を３等分し、逆潮流電力が異なる夫々の時間（ＡＭ８
：２８、ＡＭ１０：０１、ＡＭ１１：３４）で変電所と各住宅の電位差を算出する。
２．   各住宅の電圧上昇抑制機能の動作電圧の決定
最も電圧が上昇しやすいＴｒ５ＴＭ１の動作電圧を１０７．５Ｖとして、前記１．で算出
した電位分布を基に、それ以外の住宅の電圧上昇抑制機能の動作電圧を決定する。ＡＭ８
：２８の逆潮流電圧を用いて算出した電圧上昇抑制機能の動作電圧をＡｌｌ－１、ＡＭ１
０：０１を用いて算出した電圧上昇抑制機能の動作電圧をＡｌｌ－２、ＡＭ１１：３４の
逆潮流電力を用いて算出した電圧上昇抑制機能の動作電圧をＡｌｌ－３とそれぞれ定義す
る。
【００４２】
前記で示したパラメータを用いてシミュレーション解析により出力抑制量を算出した。図
８にＰＣＳ制御が出力抑制機能のみ及び進相無効電力制御を併用した場合の各柱上変圧器
中最も出力抑制量が大きい住宅の１日の出力抑制量を示す。
【００４３】
図８の（ａ）図に示すように、進相無効電力制御を併用しない場合（出力抑制機能出力抑
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制機能のみ）は、高圧配電線の全長が０ｋｍでも、最悪ケースで出力抑制が発生しない理
想発電電力量（２１．７ｋＷｈ）の約１８％に相当する最大約４ｋＷｈの出力抑制が発生
すること及び高圧配電線の全長が１０ｋｍの場合、最悪ケースで、理想発電電力量の約４
７％に相当する１０．１ｋＷｈの出力抑制が発生する住宅があることが確認できた。一方
、（ｂ）図に示すように、進相無効電力制御を併用した場合については、大幅に出力抑制
量が低下し、高圧配電線の線路長によらず、出力抑制量がほぼ零になることが確認できた
。
【００４４】
また、上記の結果から、進相無効電力制御の力率設定値を変えたことによる出力抑制量の
変化への効果を確認することとした。これは式２で定義する出力抑制回避率、各住宅の出
力抑制量及び無効電力出力の分布を用いて実施することとした。
【００４５】
【数１】

  
【００４６】
図９に設定力率と出力抑制回避量の相関を、図１０に高圧配電線全長１０ｋｍの場合の住
宅毎の出力抑制量及び進相無効電力出力の分布をそれぞれ示す。なお、図１０の（ｂ）図
の無効電力は、当該住宅で皮相電力が最も大きい時間のデータを抽出した。
【００４７】
図９より、いずれのケースにおいても、設定力率を下げるほど出力抑制回避率は上昇し、
配電線距離１０ｋｍ・設定力率０．８５の場合に、出力抑制回避率は最大で約２５％にな
ることが確認できた。
【００４８】
また、各住宅の無効電力・出力抑制量は、図１０に示す通り設定力率によらず、住宅１が
最も大きく、住宅７が最も小さいことが確認できた。この傾向は、進相無効電力制御の力
率設定を小さくすればするほど顕著になることから、住宅間の出力抑制量及び無効電力出
力のばらつき補整という観点からは、好ましくない運用ということになる。
【００４９】
これらの結果を踏まえて次のステップとして、住宅毎にＰＣＳ電圧制御整定値を変えるこ
とによる住宅間の出力抑制量及び無効電力ばらつき低減効果の検証を行った。各住宅の整
定値は、低圧配電線単位の住宅間の出力抑制量及び無効電力のばらつきを是正するために
柱上変圧器単位で差を付ける方法と同一配電線における全ＰＶシステムの動作電圧を変更
する方法の２通りで検証した。前者は柱上変圧器内の電圧分布で整定値を決定できるとい
う利点がある。
一方、後者は、配電線全体の電圧分布を考慮できるという利点があるが、全ての住宅を模
擬する詳細シミュレーションが必要になるという欠点がある。
【００５０】
実際今回実施したシミュレーションでは、前者は柱上変圧器内の電圧分布に従い電圧上昇
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付けるという手法をとったが、後者の電圧分布は、ＰＣＳの電圧制御機能が動作しないよ
うに送り出し電圧を下げ、逆潮流が最も大きい時間（ＡＭ１１：３４）と逆潮流が開始す
る時間（ＡＭ６：５５）を３等分し、逆潮流電力が異なるそれぞれの時間（ＡＭ８：２８
、ＡＭ１０：０１、ＡＭ１１：３４）で変電所と各住宅の電位差を算出し、最も電圧が上
昇するＴｒ５ＴＭ１の電圧上昇抑制機能の動作電圧を１０７．５Ｖとして算出した電位分
布を基に整定値を決定するというプロセスでシミュレーションを実施した。
【００５１】
シミュレーションの結果、ＡＭ１１：３４の逆潮流電力で算出した整定値（Ａｌｌ－３）
で運用する場合が、最も出力抑制回避率が高くなり、全軒で同じ整定値を使用する場合と
比較して約１０％出力抑制回避率が高くなることが確認できた。しかし、この運用では、
住宅間の出力抑制量及び無効電力出力のばらつきが大きいという欠点があることが確認で
きた。一方、ＡＭ１０：０１の逆潮流電力で算出した整定値（Ａｌｌ－２）で運用する場
合は、出力抑制回避率はＡｌｌ－３と同等で且つ住宅間の出力抑制損失量及び無効電力出
力の標準偏差が全ての運用の中で最も小さくなることが確認できた。これを定量的に評価
するため、出力抑制回避率、住宅間の出力抑制量のばらつき、無効電力のばらつきに重み
関数を与え、総合評価を行った。
【００５２】
すなわち、総合評価は、(1)出力抑制回避率、(2)住宅間の出力抑制量のばらつき、(3)無
効電力出力のばらつきの３項目を評価項目とした。
【００５３】
出力抑制回避のための電圧制御機能を最適化するためには、上記３項目はいずれも重要で
あるが、ロスの低減という観点から重要度に差をつけられることが可能な評価を行うこと
とした。評価は式３で定義する規格化した出力抑制回避率、住宅間の出力抑制量のばらつ
き、無効電力出力のばらつきを用いて式４に示す判定係数Ｊｃで実施した。
【００５４】
【数２】

  
【００５５】
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【数３】

 
【００５６】
判定係数Ｊｃは、出力抑制回避率が最も大きく、住宅間の出力抑制量及び無効電力出力の
ばらつきがない場合に１と最も大きくなる。また、重み係数は、各パラメータの重要度を
考慮し、値にα、β、γにつけたケースを２パターン（α＝１、β＝０．５、γ＝０．５
）、（α＝１、β＝０．５、γ＝０．２５）とα、β、γを同じ値とするケース（α、β
、γ＝１）の３通りを設定し評価をじっしすることとした。図１１に各条件の判定係数算
出結果を示す。
【００５７】
図１１から、今回設定した重み係数及び力率条件では、いずれのケースにおいてもＡｌｌ
－２が最も判定係数が大きく、その中でも力率設定０．８７５～０．９が最も判定係数が
大きくなることから、この運用が今回設定した条件における最も効率的なものでることが
分かった。
【００５８】
なお、以上のシミュレーションから、整定値の設定をＡＭ１０：０１としているが、この
発明はこの時刻に限定されるものではない。
各需要家の負荷や発電電力の変動等の設定条件や設定された時刻が充足されると自動的に
前記サーバが作動して、各ＰＣＳ７により各ＰＣＳ７の電圧を測定し、各ＰＣＳ７に動作
電圧を設定することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】この発明の実施例１の方法に使用する配電系統に太陽光発電が多数台連系された
需要家（住宅）の連系を示す概略構成図である。
【図２】この発明の実施例１における各ＰＣＳの整定値の整定方法を示すフロー図である
。
【図３】この発明の実施例１のシミュレーションにおける高圧配電系統の構成図である。
【図４】この発明の実施例１のシミュレーションにおける低圧配電系統の構成図である。
【図５】この発明の実施例１のシミュレーションにおける発電・負荷パターングラフ図で
ある。
【図６】この発明の実施例１のシミュレーションにおけるＰＣＳ有効電力３ｋＷ時の設定
力率に対する無効電力・皮相電力の関係を示すグラフ図である。
【図７】この発明の実施例１のシミュレーションにおける配電系統の各住宅の動作決定方
法の構成図である。
【図８】この発明の実施例１のシミュレーションにおける１日の出力抑制損失量を示すグ
ラフ図であり、（ａ）図は出力抑制制御のみの場合、（ｂ）図は進相無効電力制御と出力
抑制制御を併用した場合の同グラフ図である。
【図９】この発明の実施例１のシミュレーションにおける設定力率と出力抑制回避率の相
関を示すグラフ図である。
【図１０】この発明の実施例１のシミュレーションにおける出力抑制量及び無効電力の住
宅毎の分布グラフ図であり、（ａ）図は出力抑制量、（ｂ）図は無効電力の場合を示す。
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【図１１】この発明の実施例１のシミュレーションにおける判定係数算出結果を示すグラ
フ図であり、（ａ）図、（ｂ）図、（ｃ）図は夫々相互に係数を変化させた場合を示す。
【図１２】配電系統における出力抑制発生のイメージ図である。
【符号の説明】
【００６０】
　１　　　変電所　　　　　　　　　　　２　    高圧配電線
　３　　　柱上変圧器　　　　　　　　　４　　　低圧配電線
　５　　　住宅　　　　　　　　　　　　６　　　ＰＶシステム
　７　　　ＰＣＳ　　　　　　　　　　　８　　　負荷
　９　　　サーバ　　　　　　　　　　　１０　　ＰＣＳ端電圧
　

【図１】 【図２】

【図３】
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【図８】 【図９】
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